
貸 借 対 照 表 （平成21年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額(円) 科 目 金 額(円)

貸 付 金 借 入 金 858¶559¶715¶528

公 庫 貸 付 金 1¶115¶587¶868¶897 財政融資資金借入金 829¶262¶564¶459

産業開発資金貸付金 352¶559¶788¶006 旧簡易生命保険資金借入
金 6¶490¶000¶000

生 業 資 金 貸 付 金 131¶631¶176¶258
産 業 投 資 借 入 金 4¶639¶796¶000教 育 資 金 貸 付 金 6¶357¶907¶347
食料安定供給借入金 343¶493¶869恩 給 担 保 貸 付 金 661¶884¶627
独立行政法人雇用・能力
開発機構借入金 17¶823¶861¶200住 宅 資 金 貸 付 金 454¶363¶937¶944

債 券 143¶376¶000¶000
財形住宅資金貸付金 17¶548¶773¶819

沖縄振興開発金融公庫債
券 143¶000¶000¶000

農林漁業資金貸付金 23¶909¶748¶510

住 宅 宅 地 債 券 376¶000¶000

中小企業資金貸付金 90¶830¶611¶837

債 券 発 行 差 額 � 38¶258¶468

医 療 資 金 貸 付 金 17¶610¶770¶000

寄 託 金 181¶437¶000

生活衛生資金貸付金 20¶078¶945¶704

貸 付 受 入 金 72¶213¶460¶000

米 穀 資 金 貸 付 金 34¶324¶845

未 払 費 用 2¶265¶875¶052

出 資 金 2¶996¶800¶000

未 払 借 入 金 利 息 1¶871¶786¶862

現 金 預 け 金 29¶044¶742¶602

未 払 債 券 利 息 345¶856¶937

現 金 17¶765¶534

未 払 寄 託 金 利 息 1¶279¶866

預 け 金 29¶026¶977¶068

未 払 業 務 委 託 費 46¶951¶387

代 理 店 勘 定 623¶734¶652

雑 勘 定 454¶641¶647

未 収 収 益 2¶114¶254¶018

仮 受 金 454¶229¶847

未 収 貸 付 金 利 息 2¶112¶106¶693

未 払 金 411¶800

未 収 受 託 手 数 料 2¶147¶325

保 証 債 務 4¶084¶688

雑 勘 定

（負 債 合 計） 1¶077¶016¶955¶447

仮 払 金 55¶581¶317

固 定 資 産
資 本 金 71¶691¶992¶000�業 務 用 固 定 資 産 7¶537¶007¶893

一 般 会 計 出 資 金 43¶718¶000¶000保 証 債 務 見 返 4¶084¶688

承 継 出 資 金 21¶555¶992¶000貸 倒 引 当 金 � 7¶538¶783¶531

産 業 投 資 出 資 金 6¶418¶000¶000

積 立 金

米穀資金・新事業創出促
進積立金 1¶737¶915¶259

当 期 未 処 理 損 失 � 21¶572¶170

（純 資 産 合 計） 73¶408¶335¶089

資 産 合 計 1¶150¶425¶290¶536 負債・純資産合計 1¶150¶425¶290¶536

~ 当期未処理損失21¶572¶170円は、米穀資金・新事業創出促進特別勘定損失金である。

米穀資金・新事業創出促進特別勘定損益計算書e平成20年４月１日からg
f平成21年３月31日までh

損 失 利 益

科 目 金 額(円) 科 目 金 額(円)

経 常 費 用 87¶041¶527 経 常 収 益 65¶469¶357

事 務 費 36¶517¶527 貸 付 金 利 息
償 却 費 米穀資金貸付金利息 797¶092

貸 付 金 償 却 5¶524¶000 運 用 収 入 62¶522¶474

雑 損 45¶000¶000 受 取 配 当 金 1¶365¶000

雑 収 入
雑 益 490¶000

貸 倒 引 当 金 戻 入 294¶791

当 期 損 失 金 21¶572¶170

合 計 87¶041¶527 合 計 87¶041¶527

~ この表は、沖縄振興開発金融公庫の損益計算書から米穀資金・新事業創出促進特別勘定に係る
分を摘記したものである。
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重 要 な 会 計 方 針 等
１ 固定資産の減価償却方法

法人税法の基準を採用し、定額法により行っている。なお、減価償却累計額は次のとおりであ
る。

固定資産 2¶309¶752¶640円
２ 引当金の計上基準

貸倒引当金
貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、沖縄振興開発金融公庫の国庫納付金に関する政令
（昭和26年政令第162号）第１条第３項の規定に基づき、財務大臣が別に定めたところにより、
一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従い、発生の可能性が高い将来の損失額を合理
的に見積もった額の範囲内で計上している。

３ その他財務諸表作成のための重要な事項
\ 消費税の会計処理方法

税込方式によっている。
] 繰延勘定の処理方法

債券発行費
支出時に全額費用として処理している。

^ 債券発行差額の償却基準
債券の償還年限（９又は19年間）で均等償却している。

_ 延滞債権額
貸付金のうち、延滞債権額（弁済期限を６箇月以上経過して延滞となっている貸付けの元金
残高額）は、17¶044¶528¶793円となっている。

４ 重要な会計方針の変更
本年度から、会社法（平成17年法律第86号）の施行に伴い改訂された特殊法人等会計処理基準
を適用している。
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